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研究要旨

研究 1

福祉施設の受入れマニュアルによる研修会

研究目的
慢性疾患化した長期療養者が漸増している中、地

域で自立困難な HIV 陽性者の受皿として福祉施設の
果たす役割は大きい。

しかし、現状では福祉施設の HIV 陽性者の受入姿
勢は残念ながらあまり積極的ではない。

この背景には、HIV/AIDS について基本的知識不
足に由来する不安感並びに受入れ基準や前例がない
ため受入れを躊躇する傾向が先行研究から示唆され
ている。

これらの課題の対策として、福祉施設向けマニュ
アルや研修プログラムの開発の必要性などが示唆さ
れたことから、平成 23 年度に作成した冊子「HIV/
AIDS の正しい知識 - 知ることからはじめよう -」を
教材に福祉施設従事者向けの啓発研修を実施し、
HIV 陽性者の受入促進を企図した。

研究方法
平成 23 年度の分担研究を基に作成した冊子「HIV/

AIDS の正しい知識 - 知ることからはじめよう -」を
全国の高齢者、障害者福祉施設に配布し、研修希望
の福祉施設や関係団体で冊子を教材に、福祉施設職
員対象の HIV/AIDS 啓発研修を行った。

研修後に、研修の効果並びに今後の HIV 陽性者受
入れの参考とするために、受講者に研修後のアンケー
ト調査を実施した。

中でも当事者の語り研修は福祉従事者にリアリ
ティ感を高めるのに効果が高いため、東京都、広島県、
群馬県等で積極的に研修に参加してもらった。

( 倫理面への配慮 )
アンケートの趣旨説明を行い、自由意思による回

答と匿名化についてなどを説明し、倫理面について
配慮した。

研究 1 では、福祉施設の受入れマニュアルを用いた研修会により、HIV/AIDS 啓発研修を行った。福祉施
設における HIV 陽性者の受入れに関して、福祉施設は受入れ事例が身近になく、過去のマスコミ報道による

「怖い病気」のイメージが先行して、情報不足と相まって HIV/AIDS について無関心な状況にある。そのため、
福祉施設向けに H23 年度に作成した福祉施設職員向けのマニュアル「HIV/AIDS の正しい知識 - 知ることか
らはじめよう」(A4 版 48 頁 ) をテキストに、福祉施設職員向けに啓発研修を全国各地で行った。

研究 2 は、マニュアル「HIV/AIDS の正しい知識 - 知ることからはじめよう」の改訂作業を行った。新た
に制度面や人権関連の記事を多くした。

研究 3 は、地域包括支援センターの HIV 陽性者の受入れ課題と対策について検討した。
HIV 陽性者における地域ケアの一翼を担う地域包括支援センターと福祉施設の連携のあり方についてイン

タビュー調査をもとに地域での受け入れ態勢の素地を作るべく取り組みを行った。

福祉施設における HIV 陽性者の受け入れ課題と対策

研究分担者：	山内　哲也（社会福祉法人武蔵野会リアン文京 総合施設長）
研究協力者：	三澤　朋洋（同法人第２大島恵の園 課長）
	 須永　　正（同法人千代田区障害者福祉センター 所長）
	 萬谷　高文（社会福祉法人日輪ラスター 所長）
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テキストに使用した冊子

研究結果
福祉施設職員対象に HIV/AIDS の啓発研修を計画

し、全 8 回の啓発研修会が実施された。
開催地は、群馬県、東京都、広島県の各地で福祉

施設や関係団体を会場にして、計 399 人が受講した
（表 1）。

アンケートを研修後に配布し、これを回収して分
析した。各研修は地域事情によって研修時間、カリ
キュラムやアンケートの調査項目に若干の違いがあ
る。共通する項目を集計したものが表 2 である。

受講者 399 人中、回答者は 399 人 (100％ ) であ
り、回答者の内訳は、高齢者施設等の介護職 232 人
(60.5％ )、看護師 86 人 (23％ )、高齢者・障害者施設
等の支援員・相談員 36 人 (8％ )、代表・施設長 21 人

(3％ )、ヘルパー 2 人 (0.5％ )、介護・看護グループ長
10 人 (3.0％ )、その他（医師、保健師、行政職）11
人 (13.8％ ) であった。

HIV 陽性者の受入れ経験 ( 過去 10 年間 ) は、399
人中 321 人 (80.7％ ) は経験がなく、28 人 (6.9％ ) が
経験ありとした。

研修内容の満足度は「大変参考になった」が 271
人 (68％ ),「参考になった」が 123 人 (31％ ) であった。

個人の受講者の受入れ意向についての質問では、
「他の利用者と同様に受け入れたい」が211人(52.8％ ), 
「病状が安定していれば受け入れても良いと思う」が
123 人 (30.8％ ),「不安はあるが受け入れることはで
きる」が 58 人 (14.5％ ) と程度の差はあるが肯定的な
回答は全体の 98.2％であった。肯定的な回答の割合
は昨年と同じ 9 割以上という高い数値を維持してい
る。要因の一つとして継続研修の積み重ねが受入れ
に向けた意識を高めていると推定される。

一方で、「不安が強くすぐ受入れるのは難しい」6
人 (1.5％ ), 「受入れはしたくない」1 人 (0.25％ ) とい
消極的・否定的回答が約 2％であった。昨年度の回
答率は 2.5%だったので、研修を受講しても尚不安が
拭えない受講者が一定の割合存在するということが
分かる。

次いで、個人ではなく所属する事業所での受入れ
意向を尋ねる質問では、「事業所で受入れ可能」は
115 人 (28.8％ ),「病状が安定していれば受入れは可能」
は 135 人 (33.8％ ),「準備が整えば受入れ可能」105

表 1　平成 29 年度　HIV/ エイズ研修　福祉施設従事者対象
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人 (26.3％ ),「受入れは難しい」28 人 (7％ ),「無回答」
3 人 (0.75％ ), 無効回答が 13 人 (3.2％ ) という結果で
あった。

昨年度との比較においては無回答がやや多かっ
た。個人的な受入れ意向は徐々に肯定的受入れ回答
に移行しているが、事業所としての受入が難しいと
答える回答の割合は、横ばいである。

この研修は受講者の 2 割が福祉事業所に従事する
看護師であるが、この研修で正しい知識を身につけ
てもなお看護師自身が現場のスタッフに正しい知識
を伝えられるか不安視する受講者も複数存在する。

考 察
先行研究において、福祉施設職員の多くは曖昧な

HIV/AIDS の知識しかなく、過去のマスコミ報道に
よって形成された「怖い病気」というマイナスイメー
ジを強く抱いていることや HIV/AIDS の問題は、医
療機関が対応するものであり、福祉施設には関係が
ない、という認識傾向がある。

特に、HIV 陽性者を実際に受入れている福祉施設
の情報が個人のプライバシーなどの関係で公開され
にくいため、受入れ基準や前例のない中、行政や医
療機関からの「HIV 陽性者を受入れてほしい」との
要請は、唐突に要請されるように感じられるため、
受入れに関して消極的あるいは防衛的になる傾向が
強いことが推測される。

本冊子「HIV/AIDS の正しい知識 - 知ることから
はじめよう -」が全国配布され、配布文書の応募を見
て募集する者も多く、また、平成 25 年 3 月に改訂さ
れた厚生労働省の「高齢者介護施設における感染対
策マニュアル（改訂版）」や本研修の継続実施による
影響もあって、実数は少ないものの受入れに向けて、
環境整備を始める施設も出てきており、良い感触を
得ている。

今年度は本研修を契機に、東京都で 2 件、群馬・
埼玉で各 1 件の HIV 陽性者の受入れが報告され、本
研修以降、医療機関が研修アンケートで希望した事
業所に医師の出前研修等を行うなどの施設との連携
の広がりも見られている。

結 論
来年度も引き続き、福祉施設職員対象の HIV/

AIDS の啓発研修会を開催していく予定である。特
に、社会福祉側の視点から HIV 陽性者の受入れ問題

を捉えるために、障害者差別や人権擁護の視点から、
ソーシャルワーカーに働きかけていく予定である。

研究 2　

マニュアルの改訂

研究目的
冊子「HIV/AIDS の正しい知識 - 知ることからは

じめよう -」は、HIV/AIDS に関してあまり知識が
ない福祉従事者にわかりやすい内容であるとの評価
を得てきた。

一方で、高齢福祉分野のケアマネージャーや障害
福祉分野の相談支援員等から制度面や心理面での対
応についての情報がほしいという要望があがったた
め、冊子の改定に取り組む。

研究方法
項目を整理し、改定作業を行った。

( 倫理面への配慮 )
研究の趣旨を説明し、自由意思による参加とした。

回答については匿名化し、倫理面での配慮をした。

研究結果
2018 年 6 月に改訂版に刷新する予定。

考 察
当初、「HIV/AIDS の正しい知識 - 知ることからは

じめよう -」の読者を直接介護・支援に携わる者対象
として想定してきたが、福祉施設内の様々な職種が
参照にしている実態が明らかになった。

改訂版のマニュアルで、さらに研修を効果的に
行っていく予定である。

研究 3　

地域包括支援センターのHIV 陽性者の受入れ
課題と対策

研究目的
HIV 陽性者における地域ケアの一翼を担うと推定

される地域包括支援センターと福祉施設の連携のあ
り方について検討した。

研究方法
大阪市旭区にある地域包括支援センターをフィー



HIV感染症及びその合併症の課題を克服する研究 73

ルドに地域における HIV 陽性者の受入れ課題と対策
について、研修を行った。

結 果
大阪市旭区東部ブロックの包括支援センターから

研究参加者を募り、ワーキンググループを結成し、
地域における HIV/AIDS を含む感染症患者の受入れ
促進を図るための地域活動を推進することを目的に
アクションリサーチを実施した。

大阪市旭区の東部ブロックを対象に、その地域
の地域包括支援センターと大阪市保健所と連携して
HIV/AIDS の地域における意識啓発について検討を
加えた。

結 論
大阪市旭区内の高齢者介護事業所向けの啓発研修

が一巡し、一定の役割を果たすことができた。HIV
陽性者の実際の受け入れ時には、今回の研究に協力
してくれた包括支援センターのスタッフ、大阪市保
健所等の複数機関の連携が可能になるかと思われる。

健康危険情報
該当なし

知的所有権の出願・取得状況（予定を含む）
該当なし

研究発表
なし
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